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１ 調査の概要 
 
  本調査は、大阪府域における騒音に係る環境基準の達成状況を把握するため、府域

の各自治体が実施した騒音等の測定結果を、大阪府交通公害課が取りまとめ、評価し

たものである。 
平成 15年度においては、「環境騒音モニタリング調査方法」（平成 12年３月、大阪府
環境農林水産部交通公害課・大阪府公害監視センター作成）に基づき、「道路に面する

地域」では３６市町３１６地点、それ以外の地域（以下「一般地域」という。）では 
３４市町５０９地点において測定を実施した。測定地点の内訳は表 1－1のとおりであ
る。（地域類型等の定義については資料６を参照） 

 
表 1－1 測定地点の内訳 

Ａ地域 １２ 地点

Ｂ地域 １５ 地点

Ｃ地域 ３ 地点

幹線交通を担う道路に近接する空間 ２８６ 地点

道路に面する地域 

３１６ 地点

ＡＡ地域 ２ 地点

Ａ地域 ２４８ 地点

Ｂ地域 １１５ 地点

Ｃ地域 １４４ 地点

一般地域 

５０９ 地点
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２ 騒音に係る環境基準の達成状況の概要 
 

平成 15 年度における騒音に係る環境基準の達成状況について、概要を示す。 

道路に面する地域の環境基準の評価方法については、一定地域内の住居等のうち騒

音レベルが環境基準値を超過する戸数及び超過する割合による評価（以下「面的評価」

とする。詳しくは資料３－１ 面的評価を参照。）へと改正（平成 11年 4月施行）され

ている。本府では、道路に面する地域における環境基準の達成状況について、平成 13

年度から原則として面的評価により把握することとした。 

道路に面する地域における環境基準の達成状況については、平成 15 年度に府域各自

治体が実施した環境騒音調査に基づき、府域の 341路線（延長距離約 1,188km）、435,860

戸で面的評価を行った結果1、「昼(６時～22 時)・夜（22 時～６時）とも基準値以下」

が 73.7％（平成 14年度は 72.4％）、「昼のみ基準値以下」が 9.1％（同 9.3％）、「夜の

み基準値以下」が 0.6％（同 0.4％）、「昼夜ともに基準値超過」が 16.6％(同 17.9％)

であった（図２－１）。 

72,154

16.6%

2,652

0.6%
39,743

9.1%
321,311

73.7%

昼夜とも基準値以下

昼のみ基準値以下

夜のみ基準値以下

昼夜とも基準値超過

 
図２－１ 環境騒音（道路に面する地域）の環境基準達成状況(面的評価) 

 
 
また、一般地域における環境基準の達成状況については、各測定地点における評価

（以下「点的評価」とする。）を行った結果、「昼夜ともに基準値以下」が 66.6％（平

成 14 年度は 64.8％）、「昼のみ基準値以下」が 20.0％（同 21.0％）、「夜のみ基準値以

下」が 1.6％（同 3.6％）、「昼夜ともに基準値超過」が 11.8％（同 10.6％）であった

（図２－２）。 
 

                                                   
1 大阪市及び豊中市については、それぞれの市において面的評価を実施しており、本報告書においては府
実施分と合算集計した結果を示している。 

上段：戸数

下段：％ 
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図２－２ 環境騒音（一般地域）の環境基準達成状況(点的評価) 

 
 

 
 
 
 
 
 

上段：地点数

下段：％ 
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３ 道路に面する地域の環境基準の達成状況 
３－１ 面的評価 
３－１－１ 環境基準の達成率及びその推移 
道路に面する地域の環境基準の達成状況について、面的評価結果を表３－１、図３－１、

図３－２、図３－３に示す。 
地域の類型別でみると、昼夜とも環境基準を達成した割合は 66.3％～79.9％であっ

た。そのうち、達成率が比較的に高い地域は「Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有す

る地域及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域」であり、達成率が低い地域

は「幹線交通を担う道路に近接する空間」であった（図３－１）。 
昼夜別でみると、各地域類型における昼間の環境基準達成率は 79.4％～86.8％、夜

間の達成率は 67.5％～80.1％であり、各地域類型とも昼間に比べ夜間の達成率が低か
った。とりわけ、「幹線交通を担う道路に近接する空間」についてその傾向がみられた

（図３－２）。 
また、環境基準の達成状況の推移については、平成 13～15年度にかけて環境基準の

達成率はおおむね横ばいであった（図３－３）。 
 

 
表３－１ 道路に面する地域の環境基準達成状況（面的評価）2 

地 域 の類 型 評価戸数
昼夜とも 

基準値以下

昼のみ 

基準値以下

夜のみ 

基準値以下

昼夜とも 

基準値超過

幹線交通を担う道路に近接する空間       171,759
66.3 

113,926 

13.1 

22,424 

1.1 

1942 

19.5 

33,467 

A 地域のうち２車線以上の車線を有する 

道路に面する地域 
66,301 

74.4 

49,326 

5.6 

3,685 

0.4 

295 

19.6 

12,995 

B 地域のうち２車線以上の車線を有する 

道路に面する地域  及び 

C 地域のうち車線を有する道路に面する地域
197,800

79.9 

158,059 

6.9 

13,634 

0.2 

415 

13.0 

25,692 

全  地  域 435,860
73.7 

321,311

9.1 

39,743 

0.6 

2,652 

16.6 

72,154 

 
 

                                                   
2 四捨五入による切り捨て、繰り上げのため合計が 100％にならない欄もある。以下同様 
 

上段：％ 
下段：戸数
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図３－１ 地域類型別環境基準の達成状況（面的評価） 
 
 

 

74.3

67.5

80.1
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79.4
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図３－２ 時間帯区分および地域類型別環境基準の達成状況（面的評価） 
 

73.7

72.4

71.0

9.1 0.6

0.4

1.2

16.6

17.9

19.78.2

9.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成15年度
 435,860戸

平成14年度
　425,615戸

平成13年度
  304,295戸

昼夜とも基準値以下 昼のみ基準値以下 夜のみ基準値以下 昼夜とも基準値超過

 

図３－３ 環境基準達成状況の推移（面的評価） 

環境基準値 
 

昼間 ６０ｄＢ 
夜間 ５５ｄＢ 
 

昼間 ６５ｄＢ 
夜間 ６０ｄＢ 
 

昼間 ７０ｄＢ 
夜間 ６５ｄＢ 
 
 

上段:年度 
下段:評価戸数 
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３－１－２ 市町村別環境基準達成状況 
 市町村別の環境基準達成状況を表３－２に示す。昼夜とも環境基準を達成していた

割合は 44.9％～100％であった。 
 
表３－２ 市町村別環境基準達成状況（面的評価） 

市町村名称 

路線 

延長 

(km) 

住居等 

戸数 

（戸） 

昼夜とも 

基準値 

以下(%) 

昼のみ 

基準値 

以下(%) 

夜のみ 

基準値 

以下(%) 

昼夜とも 

基準値 

超過(%) 

府 全 域 1188 435,860 73.7  9.1  0.6  16.6  

大阪市 260.2  190518 68.0  13.7  0.4  18.0  

堺市 99.4  29,346 78.3  5.0  0.3  16.3  

岸和田市 46.7  8,377 78.2  4.4  2.0  15.5  

豊中市 52.5  30,895 75.4  6.4  0.0  18.1  

池田市 17.6  6,170 81.4  2.5  3.8  12.2  

吹田市 37.5  18,252 62.7  5.1  0.2  32.0  

泉大津市 12.8  3,170 78.9  4.6  0.0  16.5  

高槻市 21.0  7,716 78.8  8.4  2.4  10.3  

貝塚市 32.6  6,087 94.1  0.6  3.4  1.8  

守口市 11.6  6,190 74.5  6.5  0.0  19.0  

枚方市 61.9  16,614 78.0  9.9  0.0  12.1  

茨木市 24.3  5,043 71.8  5.9  0.0  22.2  

八尾市 39.6  10,466 85.7  4.6  0.7  9.0  

泉佐野市 46.3  6,973 93.8  1.9  0.1  4.1  

富田林市 28.2  6,573 71.4  3.4  3.6  21.5  

寝屋川市 24.9  9,047 77.2  7.4  0.0  15.4  

河内長野市 31.2  4,256 93.1  1.6  0.0  5.2  

松原市 16.2  3,785 80.6  5.3  0.4  13.8  
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市町村名称 

路線 

延長 

(km) 

住居等 

戸数 

（戸） 

昼夜とも 

基準値 

以下(%) 

昼のみ 

基準値 

以下(%) 

夜のみ 

基準値 

以下(%) 

昼夜とも 

基準値 

超過(%) 

大東市 7.4  2,911 81.1  9.3  0.0  9.5  

和泉市 52.9  7,840 85.1  1.6  1.0  12.2  

箕面市 25.4  4,172 85.2  5.4  0.3  9.1  

柏原市 18.2  5,311 77.9  8.4  2.0  11.7  

羽曳野市 11.9  2,395 79.5  2.5  3.3  14.7  

門真市 9.9  4,497 64.6  5.0  0.0  30.4  

摂津市 7.2  1,506 79.6  7.8  0.0  12.5  

高石市 11.8  3,649 82.2  3.6  0.0  14.2  

藤井寺市 16.1  6,170 81.1  6.6  0.8  11.5  

東大阪市 33.4  11,912 74.8  6.1  2.6  16.5  

泉南市 22.6  2,113 82.7  6.3  1.6  9.4  

四條畷市 9.5  2,057 86.3  2.6  0.0  11.1  

交野市 17.5  2,463 72.5  11.9  0.0  15.6  

大阪狭山市 12.6  2,593 83.4  8.3  0.0  8.3  

阪南市 10.5  639 76.4  10.0  0.2  13.5  

島本町 5.1  537 44.9  3.2  0.0  52.0  

忠岡町 2.4  306 78.8  13.7  0.0  7.5  

熊取町 11.6  1,916 90.3  3.8  0.9  5.0  

田尻町 2.0  316 68.4  24.1  0.3  7.3  

岬町 14.4  1,024 87.2  4.6  0.0  8.2  

河南町 2.1  361 100.0  0.0  0.0  0.0  

千早赤阪村 1.5  35 94.3  5.7  0.0  0.0  

美原町 17.4  1,659 85.5  5.1  0.1  9.4  
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３－１－３ 道路種類別環境基準達成状況 
道路種類別の環境基準達成状況を表３－３、図３－４、図３－５に示す。 
昼夜とも環境基準を達成した割合は 51.7％～78.3％であり、都市高速道路の割合が

低かった。 
なお、ここで複数道路が並走する区間（高架の高速道路と平面の府道など）につい

ては、測定位置に近い側の道路を代表道路として集計を行った。 
また、個々の路線毎における環境基準達成状況については、資料６に示す。 

 
表３－３ 道路種類別環境基準達成状況（面的評価） 

  
路線延

長(Km) 

住居等戸

数（戸） 

昼夜とも 

基準値 

以下(%) 

昼のみ 

基準値 

以下(%) 

夜のみ 

基準値 

以下(%) 

昼夜とも 

基準値 

超過(%) 

高速自動車国道 25.9 6,556 75.5 3.0 0.1 21.5 

都市高速道路 11.7 6,394 51.7 15.9 0.0 32.4 

一般国道 398.6 132,732 69.1 10.3 0.9 19.7 

府 道 665.3 228,082 76.6 7.5 0.6 15.3 

４車線以上の 

市町村道 
83.0 61,286 75.0 12.7 0.3 12.1 

道
路
種
類
別
の
内
訳 

2 車線の 

市町村道 
3.3 810 78.3 0.0 0.9 20.9 

府 全 域 1187.8 435,860 73.7 9.1 0.6 16.6 
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78.3

75.0

76.6

69.1

51.7

75.5

12.7

7.5

10.3

0.3

0.6

0.9

16.6

20.9

12.1

15.3

19.7

32.4

21.53.0

0.0

15.9

9.1

0.1

0.9

0.0

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

府全域

２車線の市町村道

　　４車線以上の
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府道

　　一般国道

　　都市高速道路
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昼のみ
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図３－４ 道路種類別環境基準達成状況（面的評価） 
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図３－５ 時間帯区分および道路種類別環境基準の達成状況（面的評価） 
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３－２ 点的評価 
３－２－１ 環境基準の達成率及びその推移 

 
道路に面する地域に関しては、「２ 騒音に係る環境基準の達成状況の概要」に示し

たように面的評価によることが原則であるが、平成１１年度以降の経年変化をみるため

の参考として点的評価も実施した。 
点的評価による環境基準の達成状況の推移について、平成 11～15年度にかけての「昼

夜とも基準値以下」の状況は、おおむね横ばいであった（図３－６）。地域類型別にみ

ると、「A 地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域」において環境基準
の達成率が低かった（表３－４）。 
また、昼夜別でみると、調査地点数の多かった「幹線交通を担う道路に近接する空間」

については、昼間に比べ夜間の達成率が低かった（図３－７）。 
 
 

40.2

42.7

37.8

41.4

41.5

12.7

10.3

11.6

47.2

41.8

46.6

48.3

46.9
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321地点

平成11年度
258地点

昼夜とも基準値以下 いずれかの時間帯で基準値以下 昼夜とも基準値超過
 

図３－６ 環境騒音の環境基準達成状況の推移（道路に面する地域の点的評価） 
 
 
 
 
 
 
 
 

上段:年度 
下段:地点数 
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表３－４ 地域別環境基準の達成状況（道路に面する地域の点的評価） 

地域の類型 地点数
昼夜とも 

基準値以下

昼のみ 

基準値以下

夜のみ 

基準値以下

昼夜とも 

基準値超過

0.0  0.0  8.3  91.7  A 地域のうち２車線以上の車線を有する 

道路に面する地域 
12 

0  0  1  11  

38.9  5.6  11.1  44.4  B 地域のうち２車線以上の車線を有する 

道路に面する地域 及び 

C 地域のうち車線を有する道路に面する地域 
18 

7  1  2  8  

42.0  9.4  3.1  45.5  
幹線交通を担う道路に近接する空間 286 

120  27  9  130  

40.2  8.9  3.8  47.2  
全 地 域 316 

127  28  12  149  

 
 

44.0

45.1

50.0

8.3

49.1

51.4

44.4

0.0

0 20 40 60 80 100

全地域 

近接空間

B地域およびC地域

A地域

（％）

昼間基準値
以下

夜間基準値
以下

 
図３－７ 時間帯区分および地域類型別環境基準達成状況（道路に面する地域の点的評価） 

 
    
 
 
 
 

上段：％  
下段：地点数
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３－２－２ 要請限度値との比較 
 
本調査は環境基準の達成状況の把握を目的としているが、参考までに自動車騒音の

限度の値（騒音規制法第１７条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音

の限度を定める総理府令による。詳細は資料７参照。以下「要請限度値」とする。）と

の比較を行った。 
時間帯区分及び地域類型別に要請限度値の超過率をみると、「幹線交通を担う道路に

近接する空間」における夜間の超過率が高かった（表３－５、図３－７）。 
また、道路種類別にみると、昼夜とも要請限度値を超過した割合は、一般国道が他

の道路と比較して高かった（表３－６）。 
 
 
表３－５ 地域類型別にみた要請限度値との比較 

地 域 の類 型 地点数

昼夜とも 

要請限度値

超過 

昼のみ 

要請限度値

超過 

夜のみ 

要請限度値

超過 

昼夜とも 

要請限度値

以下 

a 区域及び b区域のうち１車線を有する道路に

面する区域 
0 － － － － 

a 区域のうち２車線以上の車線を有する道路に

面する地域 
12 

8.3 

1 

0.0 

0 

0.0 

0 

91.7 

11 

b区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する 

区域及びc区域のうち車線を有する道路に面する区域
18 

0.0 

0 

0.0 

0 

0.0 

0 

100.0 

18 

幹線交通を担う道路に近接する空間 286 
3.5 

10 

0.0 

0 

13.6 

39 

82.9 

237 

全  区 域 316 
3.5 

11 

0.0 

0 

12.3 

39 

84.2 

266 

 
 

15.8

17.1

0.0

8.3

3.5

3.5

0.0

8.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全区域

幹線交通を担う道路に近接する空間

b区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域
及びc区域のうち車線を有する道路に面する区域

a区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域

a区域及びb区域のうち１車線を有する道路に面する区域

（％）

昼間超過

夜間超過

 

図３－７ 時間帯区分及び地域類型別にみた要請限度値との比較（超過率） 
 

上段：％  
下段：地点数

測定地点なし 

要請限度値 
 
昼間 ６５ｄＢ 
夜間 ５５ｄＢ 
 
昼間 ７０ｄＢ 
夜間 ６５ｄＢ 
 
昼間 ７５ｄＢ 
夜間 ７０ｄＢ 
 
昼間 ７５ｄＢ 
夜間 ７０ｄＢ 
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表３－６ 道路種類別にみた要請限度値との比較3 

道路種別 地点数 

昼夜とも 

要請限度値 

超過 

昼のみ 

要請限度値 

超過 

夜のみ 

要請限度値 

超過 

昼夜とも 

要請限度値 

以下 

0.0  0.0  12.5  87.5  
高速自動車国道 8 

0  0  1  7  

0.0  0.0  66.7  33.3  
都市高速道路 3 

0  0  2  1  

7.2  0.0  22.7  70.1  
一般国道 97 

7  0  22  68  

1.8  0.0  8.6  89.6  
府道 163 

3  0  14  146  

2.2  0.0  0.0  97.8  

道
路
種
類
別
の
内
訳 

市町村道 45 
1  0  0  44  

3.5  0.0  12.3  84.2  
全 体 316 

11  0  39  266  

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
3 複数の道路が並走している区間については､マイクロホンに近い側の道路を代表道路として集計した（た
だし、近い側の道路が幹線道路ではない場合は､遠い側の道路を代表道路とした）。 

上段：％  
下段：地点数
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４ 一般地域の環境基準の達成状況（点的評価） 
４－１ 環境基準の達成率及びその推移 

一般地域の環境基準の達成状況について、点的評価結果を表４－１、図４－１、 
図４－２に示す。 
地域の類型別でみると、昼夜とも環境基準を達成した割合は 65.3％～100％であった。

昼夜別でみると、各地域類型における昼間の環境基準達成率は 86.1％～100％、夜間の
達成率は 66.0％～100％であり、AA地域を除く各地域類型で昼間に比べ夜間の達成率
が低かった。 
  また、新環境基準施行後の環境基準達成状況の推移を図４－３に示す。昼夜ともに

環境基準を達成した割合は増加傾向にある。 
 
表４－１ 環境騒音（一般地域）の環境基準達成状況 

地 域 の類 型 地点数 
昼夜とも 

基準値以下

昼のみ 

基準値以下 

夜のみ 

基準値以下 

昼夜とも 

基準値超過 

ＡＡ地域 

特に静穏を要する地域         
2 

100.0 

2 

0.0 

0 

0.0 

0 

0.0 

0 

A 地域及びＢ地域 

専ら住居の用に供される地域及び 

主として住居の用に供される地域 
363 

66.9 

243 

19.8 

72 

1.9 

7 

11.3 

41 

Ｃ地域 

相当数の住居と併せて商業、工業等

の用に供される地域                 
144 

65.3 

94 

20.8 

30 

0.7 

1 

13.2 

19 

全  地  域 509 
66.6 

339 

20.0 

102 

1.6 

8 

11.8 

60 

 
 

66.6

65.3

66.9

100.0

20.0 1.6

0.7

11.8

13.2

11.3

20.8

19.8 1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全地域 

C地域

A地域及びＢ地域

ＡＡ地域

昼夜とも基準値以下 昼のみ基準値以下 夜のみ基準値以下 昼夜とも基準値超過

 
図４－１ 地域類型別環境基準の達成状況（一般地域） 

上段：％  
下段：地点数
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68.2

66.0

68.9

100.0

86.6

86.1

86.8

100.0

0 20 40 60 80 100

全地域 

C地域

A地域及びＢ地域

ＡＡ地域

（％）

夜間基準値以下 昼間基準値以下  
図４－２ 時間帯区分および地域類型別環境基準の達成状況（一般地域） 

 
 
 

66.6

64.8

55.3

57.4

51.3

21.6

26.3

30.9

11.8

10.6

16.5

16.3

17.8

28.2

24.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成15年度
509地点

平成14年度
548地点

平成13年度
568地点

平成12年度
521地点

平成11年度
538地点

昼夜とも基準値以下 いずれかの時間帯で基準値以下 昼夜とも基準値超過
 

図４－３ 環境騒音の環境基準達成状況の推移（一般地域） 
 

環境基準値 

 

昼間 ５０ｄＢ 

夜間 ４５ｄＢ 

 

昼間 ５５ｄＢ 

夜間 ４５ｄＢ 

 

昼間 ６０ｄＢ 

夜間 ５０ｄＢ 

 

上段:年度 
下段:地点数 

- 15 -



 

 
４－２ 支配的音源 

 
  地域の類型別の支配的音源の状況を、図４－４に示す。各地域とも昼間・夜間を通じ

て「自動車音」の割合が高かった。とりわけ夜間において「自動車音」の割合が高くな

っている。 
また、A、B 地域においては「自然音」「家庭音」が高い割合を占めた。それに対し、
Ｃ地域の昼間における「工場・事業場音」の割合が高かった。 

 

39

37

39

32

32

30

12

10

8

13

8

10

8

2

15

7

1

11

14

16

9

11

13

9

16

15

12

23

23

12

8

8

13

9

13

5

3

5

4

8

7

5

9

9

2

2

2

0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

C地域夜間

B地域夜間

A地域夜間

C地域昼間

B地域昼間

A地域昼間

自動車音 自動車以外の道路音 工場・事業場音

家庭音 自然音 特殊音

その他の音 不特定音
 

図４－４ 一般地域における支配的音源の状況 
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資 料 



 

５ 資料 
 
資料１ 調査方法の概要 
 
道路に面する地域 

項  目 内      容 

１ 調査対象地域 
 

 
２ 測定日 
 

 
３ 測定時間帯 
 
４ 測定頻度 
 
 
 
５ 測定地点の選定 
 
 
 
 
 
６ 測定点の位置 
 
 
 
 
７ 交通条件調査 
 
 

騒音に係る環境基準を当てはめる地域のうち、自動車交通 
騒音が支配的である地域 

 
１年を代表すると思われる日。交通量が１年のうちで平均 
的となる日で、土曜、日曜、祝日を除く日 

 
昼間（6:00～22:00）、夜間（22:00～6:00）の２時間帯 

 
無人測定の場合は、原則として 10分間に１回の測定を 
24時間連続して行う。有人測定の場合は、１時間に１回 
の測定を 24回行う。 

 
調査対象とする道路は、原則として高速自動車国道、一般 
国道、主要地方道または一般府道等とし、これらに面し、 
かつ、住居、学校、病院等保全対象となる建物が存在する 
地点であって、国土交通省道路交通センサスの調査対象区 
間を代表すると考えられる地点 

 
道路に面して住居等が立地している場合は、道路の敷地境 
界線（道路端）、道路に沿って非住居系の土地利用が行われ 
ているために道路から距離をおいて住居等が立地している 
場合は住居等の位置 

 
原則として騒音レベルの実測時間と同一時間において、 
方向別、車種（大型、小型、二輪）別に交通量と車速を 
調査する。 
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一般地域 

項  目 内     容 

１ 調査対象地域 
 
 

２ 測定日 
 
 

３ 測定時間帯 
 

４ 測定頻度 
 
 
 
 

５ 測定地点の選定 
 
 
 

 
 
 
６ 測定地点数 

 
 
 
 
 
 
 

環境基準の地域のうち、道路の沿道、鉄道の沿道及び空港 
の周辺等でない地域 

 
１年を代表すると思われる日。毎年又は２～３年に１回、 
期間を定めて測定を行う 

 
昼間（6:00～22:00）、夜間（22:00～6:00）の２時間帯 

 
原則として１観測時間（１時間）ごとに 10分間以上の 
測定を１日 24時間について行う。ただし、有人測定の 
場合は、昼間、夜間とも各時間帯につき２観測時間以上 
について測定を行う。 

 
原則として地域の騒音を代表していると思われる地点 
（特定の音源の局所的な影響を受けず、地域における平均 
的な騒音レベルを評価できる地点）を環境基準の地域類型 
及び用途地域ごとの面積を勘案して必要数選定する 

 なお、この算出方法により求めた地点数は、市町村の実状 
 に応じて増減することができる。 
 
目安として 

[Ａ地域] 
  地点数 ≧ （第１種低層住居専用地域～第２種中高層住居

専用地域）の面積（km２）×0.3 
Ｂ地域 
地点数 ≧（第１種住居地域～準住居地域、用途地域の指

定のない地域）の面積（km２）×0.3 
Ｃ地域 
地点数 ≧（近隣商業地域～工業地域）の面積（km２） 

×1.0 
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資料２ 測定実施状況 
  
市町村の環境騒音測定体制や測定地点等の状況について、測定調査結果の内容を集計

した結果を以下に示す。 
 
①道路に面する地域の測定方法 
 道路に面する地域の測定で、各市町が用いた測定手法の状況を表５－１に示す。連続

測定で騒音レベルの 10分間値を記録しておく手法を採用する場合が最も多かった。 
 
       表５－１ 道路に面する地域における測定方法の状況 

測定方法 割合 

連続測定で瞬時値を記録 7％ 

連続測定で 10分間値を記録 81％ 

非連続測定で毎時 10 分間値を記録 12％ 

 
 
 
②道路に面する地域で使用した測定機器 
 道路に面する地域の測定において使用した測定機器の状況を表５－２に示す。騒音計

本体メモリに記録したデータをパソコンに転送して処理を行っている場合が、最も多か

った。 
表５－２ 道路に面する地域における測定機器の状況 

測定機器 割合 

騒音計単体＋表示部読み取り 1% 
騒音計単体＋専用プリンタ出力 4% 
騒音計単体＋データ転送（パソコン処理） 83% 
騒音計単体＋レベル処理器＋データ転送（パソコン処理） 6% 
騒音計単体＋レベルレコーダ＋データ転送（パソコン処理） 6% 
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③測定実施主体 
 各測定点において、測定を専門の事業者に委託して実施するか、市町職員が自ら測定

を行っているかという状況を表５－３に示す。道路に面する地域は一般地域に比べ、職

員が自ら測定する割合が高かった。 
 

表５－３ 測定実施主体の状況 

 事業者に委託して測定 職員が自ら測定 

道路に面する地域 27％ 73% 
一般地域 51％ 49% 

 
 
④一般地域の測定頻度 
 一般地域の各測定点における測定頻度の状況を表５－４に示す。ここで「毎年定点観

測」とは毎年定期的に測定を行っている地点、「準定点」は２年から４年おきに測定を行

っている地点、「要望等により測定」とは住民からの要望等により測定を行った地点で、

次年度以降の対応が未定のものを示す。 
 

表５－４ 一般地域の測定頻度 

測定頻度 割合 

毎年定点観測 82% 
準定点 15% 

要望等により測定 3% 

 
 

⑤一般地域の測定方法 
 一般地域の各測定点における測定手法の状況を表５－５に示す。ここで「無人測定」

とは測定機器を設置した後に無人で測定を行う方法を、「有人測定」とは測定機器のそば

に常に人がついている状態で測定を行うことを指す。 
 

表５－５ 一般地域の測定方法の状況 

測定方法 割合 

無人測定 15％ 

有人測定 85％ 
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資料３ 面的評価 
 
面的評価は、「騒音に係る環境基準」の改訂（平成 10年９月、平成 11年４月施行）
に伴い導入された評価方法で、道路に面する地域について、沿道の騒音の実測値や道

路構造等のデータから個別住居ごとに自動車騒音レベルを予測することにより、地域

の全住居等のうち環境基準を超過する住居等の戸数及び割合を評価するものである。 
これは、従来、ともすれば道路端における騒音レベルの大きさで評価していた道路

交通騒音の測定・評価方法を、発生源である道路・交通とともに、沿道の都市構造に

も目をむけた測定・評価方法とすることにより、「道路に面する地域の実態に即した効

果的な沿道対策を促す視点を加えるなど、道路交通騒音対策の推進に環境基準が目標

として効果的に機能しうるものとする」（「騒音の評価手法等の在り方について」：中環

審第 132号）ことを目指したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

図５－５ 面的評価の概要 
 
大阪府域においては、341 路線（原則として国土交通省の道路交通センサスの調査

単位区間に対応）について、路線毎に評価区間を設定し、道路端から５０ｍ範囲の住

居等について道路からの騒音レベルを推計している。 
  今後、予測手法について適宜改良を加えるとともに、道路の新設、道路の改良等に

応じ、評価対象路線の変更を行うこととしている。 

５０ｍ 

５０ｍ 

対 象 道 路

評 価 区 間 

評 価 範 囲 

環境基準非達成

環境基準達成 
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資料４ 市町村別環境騒音測定結果 
  
一般地域に係る地域類型             一般地域に係る支配的音源 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
道路に面する地域に係る地域類型 

類型区分 該当地域 

Ａ Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 

Ｂ Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 

Ｃ Ｃ地域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する地域 

近 
幹線交通を担う道路に近接する空間 

① ２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路  １５ｍ 

② ２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 ２０ｍ 

※ 地域類型の詳細については資料６ 騒音に係る環境基準を参照 
 

類型区分 該当地域 

ＡＡ 

貝塚市橋本 

大阪市貝塚養護学校の敷地 

富田林市大字甘南備 

大阪府立金剛コロニーの敷地 

Ａ 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

Ｂ 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

用途地域の指定のない地域 

Ｃ 
近隣商業地域 

商業地域準工業地域 

工業地域 

コード 支配的音源 

1 自動車騒音 

2 自動車以外の道路音

3 工場・事業場音 

4 家庭音 

5 自然音 

6 特殊音 

7 その他の音 

8 不特定音 
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資料６ 騒音に係る環境基準 

騒音に係る環境基準について 

平成１０年９月３０日 環境省告示 第６４号 

改正 平成１２年３月２８日 環境省告示 第２０号       

環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項の規定に基づく騒音に係る環境基準につ

いて次のとおり告示する。 

環境基本法第１６条第１項の規定に基づく、騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全

し、人の健康の保護に資する上で維持されることが望ましい基準（以下「環境基準」という。）

は、別に定めるところによるほか、次のとおりとする。 

第１ 環境基準 

１ 環境基準は、地域の類型及び時間の区分ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、

各類型を当てはめる地域は、都道府県知事が指定する。  

基     準     値 
地域の類型 

昼  間 夜  間 

ＡＡ ５０デシベル以下 ４０デシベル以下

Ａ及びＢ ５５デシベル以下 ４５デシベル以下

Ｃ ６０デシベル以下 ５０デシベル以下

(注)１ 時間の区分は、昼間を午前６時から午後１０時までの間とし、夜間を午後１０時か

ら翌日の午前６時までの間とする。 

２ ＡＡを当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域な

ど特に静穏を要する地域とする。 

３ Ａを当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。 

４ Ｂを当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。 

５ Ｃを当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域と

する。 

ただし、次表に掲げる地域に該当する地域（以下「道路に面する地域」という。）については、

上表によらず次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

基   準   値 
地域の区分 

昼 間 夜 間 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する

道路に面する地域 

６０デシベル 

以下 

５５デシベル 

以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する

道路に面する地域及びＣ地域のうち車線

を有する道路に面する地域 

６５デシベル 
以下 

６０デシベル 
以下 
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備考 車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有す

る帯状の車道部分をいう。 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、

特例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

基  準  値 

昼  間 夜  間 

７０デシベル以下 ６５デシベル以下 

備考 

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が

営まれていると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準(昼間にあって

は 45 デシベル以下、夜間にあっては 40デシベル以下)によることができる。 

 

２ １の環境基準の基準値は、次の方法により評価した場合における値とする。 

(１) 評価は、個別の住居等が影響を受ける騒音レベルによることを基本とし、住居等の用に

供される建物の騒音の影響を受けやすい面における騒音レベルによって評価するものと

する。 

この場合において屋内へ透過する騒音に係る基準については、建物の騒音の影響を受け

やすい面における騒音レベルから当該建物の防音性能値を差し引いて評価するものとす

る。 

(２) 騒音の評価手法は、等価騒音レベルによるものとし、時問の区分ごとの全時間を通じた

等価騒音レベルによって評価することを原則とする。 

(３) 評価の時期は、騒音が１年間を通じて平均的な状況を呈する日を選定するものとする。 

(４) 評価のために測定を行う場合は、原則として日本工業規格 Z8731 に定める騒音レベル測

定方法による。ただし、時間の区分ごとに全時間を通じて連続して測定した場合と比べて

統計的に十分な精度を確保し得る範囲内で、騒音レベルの変動等の条件に応じて、実測時

間を短縮することができる。当該建物による反射の影響が無視できない場合にはこれを避

けうる位置で測定し、これが困難な場合には実測値を補正するなど適切な措置を行うこと

とする。また、必要な実測時間が確保できない場合等においては、測定に代えて道路交通

量等の条件から騒音レベルを推計する方法によることができる。 

なお、著しい騒音を発生する工場及び事業場、建設作業の場所、飛行場並びに鉄道の敷

地内並びにこれらに準ずる場所は、測定場所から除外する。 

 

３ 環境基準の達成状況の地域としての評価は、次の方法により行うものとする。 

(１) 道路に面する地域以外の地域については、原則として一定の地域ごとに当該地域の騒

音を代表すると思われる地点を選定して評価するものとする。 
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(２) 道路に面する地域については、原則として一定の地域ごとに当該地域内の全ての住居

等のうち１の環境基準の基準値を超過する戸数及び超過する割合を把握することによ

り評価するものとする。 

 

第２ 達成期間等 

１ 環境基準は、次に定める達成期間でその達成又は維持を図るものとする。 

(１) 道路に面する地域以外の地域については、環境基準の施行後直ちに達成され、又は維

持されるよう努めるものとする。 

(２) 既設の道路に面する地域については、関係行政機関及び関係地方公共団体の協カの下

に自動車単体対策、道路構造対策、交通流対策、沿道対策等を総合的に実施すること

により、環境基準の施行後１０年以内を目途として達成され、又は維持されるよう努

めるものとする。 

ただし、幹線交通を担う道路に面する地域であって、道路交通量が多くその達成が

著しく困難な地域については、対策技術の大幅な進歩、都市構造の変革等とあいまっ

て、１０年を超える期間で可及的速やかに達成されるよう努めるものとする。 

(３) 道路に面する地域以外の地域が、環境基準が施行された日以降計画された道路の設置

によって新たに道路に面することとなった場合にあっては（１）及び（２）にかかわら

ず当該道路の供用後直ちに達成され又は維持されるよう努めるものとし、環境基準が施

行された日より前に計画された道路の設置によって新たに道路に面することとなった

場合にあっては(２)を準用するものとする。 

 

２ 道路に面する地域のうち幹線交通を担う道路に近接する空間の背後地に存する建物の中

高層部に位置する住居等において、当該道路の著しい騒音がその騒音の影響を受けやすい

面に直接到達する場合は、その面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められ、

かつ、屋内へ透過する騒音に係る基準が満たされたときは、環境基準が達成されたものと

みなすものとする。 

 

３ 夜間の騒音レベルが７３デシベルを超える住居等が存する地域における騒音対策を優先

的に実施するものとする。 

 

第３ 環境基準の適用除外について 

この環境基準は、航空機騒音、鉄道騒音及び建設作業騒音には適用しないものとする。 

 

附  則 

この告示は、平成１１年４月１日から施行する。 

附  則 

平成１２年４月１日から適用する。 
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騒音に係る環境基準の類型ごとに当てはめる地域の指定 

平成１１年３月１９日 大阪府告示第２９号 

改正 平成１６年６月 ４日 大阪府告示第９０号 

 

 

ただし、道路に面する地域については、上表によらず次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特

例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

 

 

 

基準値 
地
域
の
類
型 昼間 夜間 

該  当  地  域 

ＡＡ 50 デシベル以下 40 デシベル以下

貝塚市橋本 

大阪市立貝塚養護学校の敷地 

富田林市大字甘南備 

大阪府立金剛コロニーの敷地 

Ａ 55 デシベル以下 45 デシベル以下

都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第２章の規定により

定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用

地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専

用地域 

Ｂ 55 デシベル以下 45 デシベル以下

都市計画法第２章の規定により定められた第一種住居地

域、第二種住居地域及び準住居地域並びに同法第８条第１

項第１号に規定する用途地域の指定のない地域（ＡＡに該

当する地域、関西国際空港及び八尾空港の敷地並びに工業

用の埋立地を除く。） 

Ｃ 60 デシベル以下 50 デシベル以下 
都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域、

商業地域、準工業地域(関西国際空港及び大阪国際空港の

敷地を除く。)及び工業地域(関西国際空港の敷地を除く。)

基準値 

地 域 の 区 分 
昼間 夜間 

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有

する道路に面する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有

する道路に面する地域及びＣ地域の

うち車線を有する道路に面する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

午前 ６時から
午後 10時まで

午後 10時から翌日 
の午前６時まで 
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基  準  値 

昼  間 夜  間 

７０デシベル以下 ６５デシベル以下 

備考 

個別の住居等において騒音の影讐を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が

営まれていると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準(昼間にあって

は 45 デシベル以下、夜間にあっては 40デシベル以下)によることができる。 

 

注 

(１)「幹線交通を担う道路」とは、次に掲げる道路をいうものとする。 

① 道路法(昭和２７年法律第１８０号)第３条に規定する高速自動車国道、一般国道、府道

及び市町村道(市町村道にあっては、４車線以上の区間に限る。) 

② ①に掲げる道路を除くほか、道路運送法(昭和２６年法律第１８３号)第２条第９項に規

定する一般自動車道であって都市計画法施行規則(昭和４４年建設省令第４９号)第７条

第１号に掲げる自動車専用道路 

(２)「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次の車線数の区分に応じ道路端からの距離

によりその範囲を特定するものとする。 

① ２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路 １５メートル 

② ２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 ２０メートル 

 

午前 ６時から 

午後 10時まで 

午後 10時から翌日

の午前６時まで 
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資料７ 自動車騒音に係る要請限度 
 

騒音規制法第１７条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令 

 
平成１２年 ３月 ２日 総理府令第 １５号 

最終改正 平成１２年１２月１５日 総理府令第１５０号 

 

（定義） 

第１条 この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

一 車線 一縦列の自動車(二輪のものを除く。)が安全かつ円滑に走行するために必要な幅

員を有する帯状の車道の部分をいう。 

二 幹線交通を担う道路 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３条に規定する高速自動車

国道、一般国道、都道府県道及び市町村道(市町村道にあっては４車線以上の車線を有する

区間に限る。)並びに道路運送法(昭和２６年法律第１８３号)第２条第８項に規定する一般

自動車道であって都市計画法施行規則(昭和４４年建設省令第４９号)第７条第一号に規定

する自動車専用道路をいう。 

三 昼間 午前６時から午後１０時までの間をいう。 

四 夜間 午後１０時から翌日の午前６時までの間をいう。 

五 デシベル 計量法（平成４年法律第５１号）別表第２に定める音圧レベルの計量単位をい

う。 

(自動車騒音の限度) 

第２条 騒音規制法第１７条第１項の環境省令で定める限度(以下「限度」という。)は、別表の

とおりとする。 

(幹線交通を担う道路に近接する区域に係る限度の特例) 

第３条 別表に掲げる区域のうち幹線交通を担う道路に近接する区域(２車線以下の車線を有す

る道路の場合は道路の敷地の境界線から１５メートル、２車線を超える車線を有する道路の場

合は道路の敷地の境界線から２０メートルまでの範囲をいう。)に係る限度は、前条の規定に

かかわらず、昼間においては７５デシベル、夜間においては７０デシベルとする。 

(都道府県知事及び都道府県公安委員会が協議して定める限度) 

第４条 前二条の規定にかかわらず、別表に掲げる区域のうち学校、病院等特に静穏を必要とす

る施設が集合して設置されている区域又は幹線交通を担う道路の区間の全部又は一部に面す

る区域に係る限度は、都道府県知事(騒音規制法施行令(昭和４３年政令第３２４号)第４条に

規定する市にあっては、市長。以下同じ。)及び都道府県公安委員会が協議して定める自動車

騒音の大きさとすることができる。 

(自動車騒音の測定方法等) 

第５条 前三条に規定する限度は、次に掲げる方法により測定した場合における値によるものと

する。 

一 騒音の測定は、計量法第７１条の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。 

二 騒音の測定は、道路に接して住居、病院、学校等の用に供される建築物(以下「住居等」

という。)が存している場合には道路の敷地の境界線において行い、道路に沿って住居等

以外の用途の土地利用が行われているため道路から距離をおいて住居等が存している場

合には住居等に到達する騒音の大きさを測定できる地点において行うものとする。これら

の場合において、測定を行う高さは、当該地点の鉛直方向において生活環境の保全上騒音

が最も問題となる位置とする。 

三 騒音の測定は、当該道路のうち原則として交差点を除く部分に係る自動車騒音を対象とし、

連続する７日間のうち当該自動車騒音の状況を代表すると認められる３日間について行

うものとする。 

四 騒音の評価手法は、等価騒音レベルによるものとする。 

五 騒音の測定方法は、原則として、日本工業規格 Z8731 に定める騒音レベルの測定方法によ

るものとし、建築物による無視できない反射の影響を避けうる位置で測定するものとする。
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ただし、建築物と道路との間(道路の敷地の境界線を含む。)の地点において測定を行い、

当該建築物による無視できない反射の影響を避けることができない場合において、当該影

響を勘案し実測値を補正するなど適切な措置を講ずるときは、この限りでない。 

六 自動車騒音以外の騒音又は当該道路以外の道路に係る自動車騒音による影響があると認

められる場合は、これらの影響を勘案し実測値を補正するものとする。 

七 騒音の大きさは、測定した値を時間の区分ごとに３日間の原則として全時間を通じてエネ

ルギー平均した値とする。 

 

別表 

時間の区分

区域の区分 昼 間 夜 間 

ａ区域及びｂ区域のうち１車線を有する道路に面する区域 
65 デシベル 55デシベル

ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 
70 デシベル 65デシベル

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 

及びＣ区域のうち車線を有する道路に面する区域 75 デシベル 70デシベル

 

備考 

ａ区域、ｂ区域及びｃ区域とは、それぞれ次の各号に掲げる区域として都道府県知事が定めた

区域をいう。 

１ ａ区域 専ら住居の用に供される区域 

２ ｂ区域 主として住居の用に供される区域 

３ ｃ区域 相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される区域 

 

附則 

この府令は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

附則 

この府令は、内閣法の一部を改正する法律(平成１１年法律第８８号)の施行の日(平成１３年

１月６日)から施行する。 
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騒音規制法に基づく自動車騒音の限度に係る区域の区分 
 

平成１２年 ３月２１日 大阪府公告第 ４１号 

改正 平成１２年１２月２６日 大阪府公告第２０５号 

 
(１) ａ区域に該当する区域 

  昭和４９年大阪府告示第９４８号（騒音規制法第３条第１項の規定による特定工場等におい

て発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域の指定）により

指定した地域（以下「指定地域」という。）のうち、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）

第２章の規定により定められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中

高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域 

 
(２) ｂ区域に該当する区域 

  指定地域のうち、都市計画法第２章の規定により定められた第一種住居地域、第二種住居地

域及び準住居地域並びに同法第８条第１項第一号に規定する用途地域の指定のない地域 

 
(３) ｃ区域に該当する区域 

指定地域のうち、都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域、商業地域、

準工業地域及び工業地域 
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